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ウ．災害対策等の充実に係る方策

図６－９ 災害対策等の充実に係る方策

地震、渇水等の災害発生時、テロ等の事態においても、断減水による国民生活・

社会経済活動への影響を未然に防止あるいは軽減するため、改善の指示を可能とす

る水道施設機能評価、渇水に対する給水安定性の向上、防災担当部局等と共同・連

携した施設の重点的・戦略的な整備などにより水道システム全体の安全度・安定度

を向上させるとともに、災害時における応急給水、応急復旧体制の充実等の一層の

促進を図る。

達成すべき代表的な施策目標として、以下を掲げる。

・浄水場、配水池等の基幹施設の耐震化率を、100％とする。特に、東海地震対

策強化地域（以下、東海地域）及び東南海・南海地震対策推進地域（以下、東

南海・南海地域）においてはできるだけ早期に達成する。

・基幹管路を中心に管路網の耐震化を進める。基幹管路の耐震化率）を、100％

とする。特に、東海地域及び東南海・南海地域においてはできるだけ早期に達

成する。

・すべての事業で地域の実情に応じた給水安定度（少雨の年でも安定した給水が

可能な水準）を確保する。

・すべての事業で応急給水計画を策定し、計画に位置づけられた応急給水目標量

を確保する。特に、東海地域及び東南海・南海地域においてはできるだけ早期

に達成する。

・すべての事業者において、他の事業者等との災害時応援協定の締結等の応急復

旧体制を整備する。特に、東海地域及び東南海・南海地域においてはできるだ

け早期に達成する。

また、以下のアクションプログラムを着実に実施する。


